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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。  

回次 
第92期 

第３四半期 
連結累計期間 

第93期 
第３四半期 
連結累計期間 

第92期 

会計期間 
自 平成27年３月１日 
至 平成27年11月30日 

自 平成28年３月１日 
至 平成28年11月30日 

自 平成27年３月１日 
至 平成28年２月29日 

売上高 (千円) 3,168,055 3,073,881 4,189,262 

経常利益 (千円) 344,783 406,221 431,642 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 244,190 270,074 192,752 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 479,249 1,168,602 △200,110 

純資産額 (千円) 10,605,104 11,023,388 9,924,238 

総資産額 (千円) 27,742,070 27,381,588 26,396,401 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 20.17 22.31 15.92 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 38.2 40.3 37.6 
 

回次 
第92期 

第３四半期 
連結会計期間 

第93期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成27年９月１日 
至 平成27年11月30日 

自 平成28年９月１日 
至 平成28年11月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.36 8.03 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種政策の効果と堅調な企業収益を背景に雇用・所得環境の改

善がみられ、景気は緩やかな回復基調が続いていたものの、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影

響により企業の業況判断は慎重さが増しており、個人の消費マインドにも足踏みがみられる等景気の先行きが懸念さ

れる状況で推移しました。 

当社グループにおきましては、このような情勢のもと、当第３四半期連結累計期間における売上高は3,073,881千

円(前年同期比3.0％減)となりましたが、人件費の削減及び減価償却費の減少により、営業利益は389,494千円(前年

同期比16.6％増)、経常利益は406,221千円(前年同期比17.8％増)となりました。なお、食堂・飲食事業におきまし

て、ケータリング事業の縮小及び事業所統合等に係る費用を事業再編損として特別損失に計上したことにより、親会

社株主に帰属する四半期純利益は270,074千円(前年同期比10.6％増)となりました。 

これをセグメント別にみると、不動産賃貸事業につきましては、売上高は1,428,412千円(前年同期比1.4％増)とな

り、提出会社において前連結会計年度に減価償却が終了した固定資産があったことによる減価償却費の減少等によ

り、セグメント利益は629,725千円(前年同期比8.4％増)となりました。 

食堂・飲食事業につきましては、売上高は625,138千円(前年同期比13.1％減)となり、人件費の削減及び前連結会

計年度末に固定資産の減損損失を計上したことによる減価償却費の減少等がありましたが、セグメント損失は638千

円(前年同期はセグメント損失11,157千円)となりました。 

売店事業につきましては、売上高は1,020,331千円(前年同期比1.9％減)、セグメント利益は117,236千円(前年同期

比1.7％増)となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ985,187千円増加し、27,381,588千円と

なりました。 

(資産) 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ101,240千円増加し、1,210,358千円となりました。主な要因は、現金及

び預金の増加、売掛金の増加及び繰延税金資産の減少であります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ883,947千円増加し、26,171,230千円となりました。主な要因は、投資有

価証券の時価評価による増加、有形固定資産の減価償却による減少であります。 

(負債) 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ161,790千円増加し、1,540,743千円となりました。主な要因は、買掛金

及び未払金の増加であります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ275,752千円減少し、14,817,456千円となりました。主な要因は、流動負

債に振替えたことによる長期借入金及び長期前受金の減少、繰延税金負債の増加であります。 

(純資産) 

純資産は、前連結会計年度末に比べ1,099,149千円増加し、11,023,388千円となりました。主な要因は、利益剰

余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加であります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

― 3 ―



  

(5) 従業員数 

連結会社の状況 

当第３四半期連結累計期間において、ケータリング事業縮小及び製造部門集約化に伴う事業所統合に伴い、食堂・

飲食事業の従業員数が13名減少しております。また、売店事業において４名、全社(共通)において１名それぞれ従業

員数が増加しております。なお、臨時従業員は食堂・飲食事業において18名、売店事業において８名それぞれ減少し

ております。  

  
(平成28年11月30日現在)

(注) １  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

２  全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員数であります。 

 

セグメントの名称 従業員数(名) 

不動産賃貸事業 ３ 

食堂・飲食事業 
17 
(32) 

売店事業 
14 
(35) 

全社(共通) 20 

合計 
54 
(67) 

 

― 4 ―



第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

    当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年11月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成29年１月13日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 12,170,000 12,170,000 
東京証券取引所 
(市場第二部) 

単元株式数 
1,000株 

計 12,170,000 12,170,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年９月１日～ 
平成28年11月30日 

－ 12,170,000 － 2,365,180 － 2,405,394 
 

― 5 ―



(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

平成28年８月31日現在 

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己保有株式438株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。  

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 65,000
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,522,000
 

11,522 ― 

単元未満株式 普通株式 583,000
 

― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数   12,170,000
 

― ― 

総株主の議決権 ― 11,522 ― 
 

    平成28年８月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
㈱歌舞伎座 

中央区銀座４－12－15 65,000 － 65,000 0.53 

計 ― 65,000 － 65,000 0.53 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年９月１日から平成

28年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年11月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 985,506 1,090,290 

    受取手形及び売掛金 22,544 34,605 

    たな卸資産 39,279 39,545 

    繰延税金資産 21,856 10,751 

    その他 40,187 35,581 

    貸倒引当金 △256 △417 

    流動資産合計 1,109,117 1,210,358 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 10,674,305 10,349,275 

      土地 6,238,098 6,238,098 

      その他（純額） 253,916 233,749 

      有形固定資産合計 17,166,319 16,821,123 

    無形固定資産     

      借地権 2,613,299 2,613,299 

      商標権 284 240 

      施設利用権 12,998 12,181 

      ソフトウエア 8,006 5,859 

      無形固定資産合計 2,634,588 2,631,580 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 4,875,948 6,129,730 

      長期前払費用 514,533 500,079 

      その他 98,586 91,411 

      貸倒引当金 △2,694 △2,694 

      投資その他の資産合計 5,486,375 6,718,526 

    固定資産合計 25,287,283 26,171,230 

  資産合計 26,396,401 27,381,588 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年11月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 181,536 239,661 

    1年内返済予定の長期借入金 617,000 617,000 

    未払金 77,548 146,363 

    未払法人税等 20,479 33,957 

    前受金 399,364 409,490 

    賞与引当金 26,354 5,732 

    その他 56,670 88,537 

    流動負債合計 1,378,952 1,540,743 

  固定負債     

    長期借入金 626,000 163,250 

    長期未払金 115,770 115,770 

    長期前受金 13,492,828 13,273,221 

    繰延税金負債 714,177 1,131,480 

    退職給付に係る負債 58,698 51,295 

    長期預り保証金 75,660 75,991 

    その他 10,074 6,447 

    固定負債合計 15,093,209 14,817,456 

  負債合計 16,472,162 16,358,200 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,365,180 2,365,180 

    資本剰余金 3,256,671 3,256,671 

    利益剰余金 3,353,250 3,562,794 

    自己株式 △279,880 △288,800 

    株主資本合計 8,695,221 8,895,844 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1,229,016 2,127,543 

    その他の包括利益累計額合計 1,229,016 2,127,543 

  純資産合計 9,924,238 11,023,388 

負債純資産合計 26,396,401 27,381,588 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

売上高 3,168,055 3,073,881 

売上原価 2,446,040 2,286,229 

売上総利益 722,014 787,652 

販売費及び一般管理費     

  人件費 249,672 261,227 

  賞与引当金繰入額 3,259 3,032 

  退職給付費用 7,101 7,249 

  租税公課 11,572 14,708 

  減価償却費 4,898 4,976 

  その他 111,402 106,964 

  販売費及び一般管理費合計 387,906 398,158 

営業利益 334,107 389,494 

営業外収益     

  受取利息 194 39 

  受取配当金 21,509 21,469 

  その他 7,937 7,424 

  営業外収益合計 29,642 28,933 

営業外費用     

  支払利息 15,689 10,001 

  有形固定資産除却損 2,493 - 

  その他 783 2,204 

  営業外費用合計 18,966 12,205 

経常利益 344,783 406,221 

特別損失     

  事業再編損 - ※  18,325 

  特別損失合計 - 18,325 

税金等調整前四半期純利益 344,783 387,895 

法人税、住民税及び事業税 24,391 44,667 

法人税等調整額 76,201 73,153 

法人税等合計 100,592 117,820 

四半期純利益 244,190 270,074 

親会社株主に帰属する四半期純利益 244,190 270,074 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年11月30日) 

四半期純利益 244,190 270,074 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 235,058 898,527 

  その他の包括利益合計 235,058 898,527 

四半期包括利益 479,249 1,168,602 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 479,249 1,168,602 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９

月13日)等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表の組替えを行っております。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※事業再編損 

 連結子会社である歌舞伎座サービス㈱の食堂・飲食事業における、ケータリング事業縮小及び製造部門集約化に

伴う事業所統合に係る費用であり、その内訳は功労金、有形固定資産の移設費及び除却費等であります。 

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

  (自 平成27年３月１日 (自 平成28年３月１日 

    至 平成27年11月30日)   至 平成28年11月30日) 

減価償却費 416,134千円 370,982千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月28日 
定時株主総会 

普通株式 60,533 5 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 60,531 5 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ セグメント利益又は損失(△)の調整額△351,089千円は、セグメント間取引消去△17,159千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△333,929千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

   ２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年11月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１ セグメント利益又は損失(△)の調整額△356,830千円は、セグメント間取引消去△17,226千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△339,603千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

   ２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

不動産 
賃貸事業 

食堂・飲食 
事業 

売店事業 計 

 売上高             

  外部顧客への売上高 1,408,754 719,715 1,039,585 3,168,055 - 3,168,055 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

139,288 858 1,109 141,256 △141,256 - 

計 1,548,042 720,574 1,040,694 3,309,311 △141,256 3,168,055 

セグメント利益又は損失(△) 581,034 △11,157 115,319 685,196 △351,089 334,107 
 

          (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

不動産 
賃貸事業 

食堂・飲食 
事業 

売店事業 計 

 売上高             

  外部顧客への売上高 1,428,412 625,138 1,020,331 3,073,881 - 3,073,881 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

135,947 1,012 1,017 137,977 △137,977 - 

計 1,564,359 626,151 1,021,348 3,211,859 △137,977 3,073,881 

セグメント利益又は損失(△) 629,725 △638 117,236 746,324 △356,830 389,494 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
至 平成27年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
至 平成28年11月30日) 

 １株当たり四半期純利益金額 20円17銭 22円31銭 

  (算定上の基礎)    

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 244,190 270,074 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益金額(千円) 

244,190 270,074 

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,106,684 12,105,174 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成29年１月11日

株式会社歌舞伎座 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社歌舞伎

座の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年９月１日から平成

28年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社歌舞伎座及び連結子会社の平成28年11月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

新創監査法人 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    髙  橋  克  典    印 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    篠  原  一  馬    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

  
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年１月13日 

【会社名】 株式会社歌舞伎座 

【英訳名】 KABUKI-ZA CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 谷 信 義 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座四丁目12番15号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長大谷信義は、当社の第93期第３四半期(自 平成28年９月１日 至 平成28年11月30日)の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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